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防災白書は、災害対策基本法（昭和 36年法律第 223号）第 9条第２項の規定に基づき、政
府が毎年国会に対して「防災に関してとった措置の概況」及び「防災に関する計画」の報告




発生している。S51～S61 年の 11年間に比べて、H10～H20の 11年間における短時間の局地的
















（複数回答）異常気象 80％、地域コミュニティの希薄化 38％、都市化の進行 29％ 
②76％の人が、将来的に災害リスクは高まると認識している。 
③74％の人が、災害発生時には行政の防災活動を期待している。 
















センターの約 5割を耐震化という目標を掲げて耐震化を図った結果、平成 17年では 43％であ
ったのが、平成 20年 5月では 58.6％となった。 
②首都直下地震避難対策専門調査会が、700万人と予想される避難者対策と 650万人の帰宅困
難者等の首都直下地震対策（複数の安否確認手段の確保・時差帰宅等）を報告した。 
③平成 21年 4月、中央防災会議にて中部圏・近畿圏における地震防災対策のマスタープラン
を決定された。建築物の耐震化等の予防対策、応急対策、復旧・復興対策等の推進に加え、
同地域における特徴的な被害への対応策を推進している。例えば、大阪湾・伊勢湾に大規模
なコンビナートが集積する石油コンビナート地域では、石油コンビナート等災害防止法に基
づく対策と、避難勧告等や誘導が的確に行われる体制を整備する予定である。 
④その他に、重要文化財建造物等の防災対策、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震対策や、
さらに、各地域における大規模水害対策なども報告されています。 
災害対策については地域によって異なるのであまり細かく触れませんでしたが、「備えあれ
ば憂えなし」と言います、皆様におかれましては十分な災害対策をお願いするとともに、皆
様が被災しないよう祈念致します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
